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１ 次期基本計画の「農村の振興に関する施策」部分
の作成に向けて
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次期基本計画の「農村の振興に関する施策」部分の作成に向けて

２

○ 10月30日の食料・農業・農村政策審議会企画部会では、次期基本

計画の農村振興パートを見据えた主な論点と対応方向として、

① 地域資源を活用した所得と雇用機会の確保、

② 中山間地域も含め農村に人が住み続けるための条件整備、

③ 農村地域の魅力等の発揮と地域内外への発信等、

の３つの柱に沿った取組を進めていくべき旨を提示（次ページ参照）。

○ ３つの柱に沿った取組は、農林水産省に限らず様々な府省により

行われており、各府省が連携し、政府一丸となった農村振興を実現

していくことが重要。

○ まずは本資料において、各府省の取組も含め、３つの柱に沿った

政府の取組を体系的に整理して、お示しする。



○ 農業の持続的な発展の基盤である農村は、国民に食料を安定供給するとともに、国土の保全、水源の涵養、文化の伝承などの多面的な機能の
発揮の場であり、これらの機能は、農業の担い手だけでなく、小規模農家や非農家などの多様な地域住民全体により支えられている。

○ 農業の担い手以外も含めた多様な人々が農村で暮らしていくために、所得と雇用機会を確保できる環境づくりが必要。

〈小規模農家も含めた多様な農家それぞれにふさわしい農業経営の確立（地域特性を活かした作物の導入、複合経営、６次産業化等）〉、

〈ジビエ、農泊等の地域資源を活用した所得と雇用機会の増大〉、〈農福連携等の多様な就労機会の確保〉、

〈地域資源の発掘とこれまでにない他分野との組合せによるイノベーション〉、〈バイオマスや再生可能エネルギーの活用等を通じた地域経済循環の拡大〉

○ 農村、特に中山間地域に人が住み続けるためには、所得や雇用機会の確保に加え、地域コミュニティ機能の維持・強化や生活インフラの確保等を通じ
た安心して暮らせる環境づくりが必要。

〈地域コミュニティ機能の維持・強化に向けた、世代を超えた人々による地域の在り方の検討〉、

〈鳥獣被害対策・ジビエの利活用の推進〉、〈住居、情報基盤、交通等の生活インフラ等の確保〉

１．地域資源を活用した所得と雇用機会の確保

２．中山間地域も含め農村に人が住み続けるための条件整備

○ 農村地域が活性化していくためには、景観、伝統、文化などの地域固有の魅力等を発揮しつつ、地域住民や移住希望者に限らない幅広い人
たちに発信すること等により、地域住民の地域活動への積極的な参画を促すとともに、地域の支えとなる「関係人口」の拡大を推進する必要。

〈多様な人材を巻き込んだ地域課題の解決〉、〈副業・兼業などの多様なライフスタイルの提案〉、〈「関係人口」の拡大・深化〉、

〈棚田地域の振興〉、〈日本型直接支払等を通じた多面的機能の発揮の促進〉、〈多面的機能に関する国民の理解の増進〉

３．農村地域の魅力等の発揮と地域内外への発信等

ṥ ểṦ
ṥ ỄṦ Ṅ צּ
ṥ ễṦ ṇ ︡

ṥ ỆṦ ṕSDGsṖ ︡
ṥ ệṦ ḱ
ṥ ỈṦ

上記の施策について、Ỉ を持ちつつ、推進。

農村地域の人口の減少と農業集落の変化に対する主な論点と対応方向（案）

10月30日食料・農業・農村政策審議会企画部会提出資料
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関係府省が連携した「農村の振興に関する施策」の推進に向けて

4
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国レベル
（本省）

現場レベル
（地方自治体、地方出先機関等）

④ ワンストップでの対応
（例）定住条件強化のための支援に当たり、農林水産省の職員が事業

実施主体との間の連絡調整員となり、ワンストップで関係府省
への相談や事業実施の要請を行うことにより、買い物、交通、
福祉、教育などの幅広い分野のニーズ・課題への対応を実現。

② 政府一体での財政上の支援
（例）ジビエの利活用の推進に向けて、農林水産省が実施する取組に

加え、環境省がジビエ利用拡大の観点から狩猟者の育成や狩猟
捕獲支援を行うなど、政府一体での財政支援を実施。

① 政府一丸となった方針の検討
（例）農福連携の推進に当たり、あらゆる関係府省を構成員とする

「農福連携等推進会議」を設置して検討することにより、各府
省の強みを活かした一体的な施策パッケージを策定。

⑤ 部局間で連携した対応の促進
（例）「農村地域への産業の導入の促進等に関する法律」に基づく基

本方針において、農村地域への産業の導入に関する重要事項の
一つとして、商工関係部局と農林関係部局を中心とした関係部
局間の密接な連携が重要である旨を明記し、部局間で連携した
都道府県や市町村の対応を促進。

⑥ 部局の枠を超えた人材の動員
（例）「棚田地域振興法」に基づき、関係府省庁（本省、地方出先機

関）の棚田支援関連施策の担当者や棚田振興に関わりのある職
員等を棚田地域振興コンシェルジュとして選任し、準備段階か
ら活動実施段階に至るまで幅広い相談に応じる体制を構築。

○ これまで農林水産省は、都市農業、農泊、ジビエの利活用、農福連携などの取組につ
いて、以下のような手法により、関係府省と連携し、効果を発揮してきた。

○ 次期基本計画の「農村の振興に関する施策」の推進に当たっては、これまでの取組に
とどまらず、幅広い連携体制を構築していく。

③ 関係府省が連携した制度の見直し

（例）都市農業振興基本計画を受け、国土交通省と連携して、都市農
地の保全を目的とした「生産緑地法」等の改正及び都市農地の有
効活用を目的とした「都市農地の貸借の円滑化に関する法律」の
制定を行い、併せて生産緑地を貸借しても相続税納税猶予が継続
する等の税制改正を行うことで、都市農業の振興に必要な環境を
整備。



２ 農村振興施策の体系的整理
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（参考）
政府の主な
取組(29 ｐ)

○ 小規模農家も含めた多様な農家それぞれにふさわしい農業経営を確立するため、
（1－1） Ṅ （1－2） する。

○ さらに、需要に対応した農業者によるỈ する。

○ 都市農業については、 するとともに、 し、
（1－3）する。

○ 現在、所得と雇用機会の増大を図るため、 して、
（1－4） （1－5） （1－6） している。

○ 今後、更なる農村振興を図るために、
①
② ６次産業化を推進するとともに、６次産業化にとどまらない、
により、 ṕ Ṗ（1－7）を進めていくよう、現場の創意工夫を促し
ていく。

○ さらに、 し、 し、積極的に
推進していく。

○ し、バイオマスや再生可能エネルギーなどの地域資源や、地域内で生産した農畜産物・その加
工品を、地域内で消費・活用する取組等を通じて し、地域経済循環
の拡大を図る。

ểḰ

【関連資料】
１－１
中山間地域技
術開発(７ｐ)

１－２
複合経営イメ
ージ(８ｐ)

１－３
都市農業振興
の連携(９ｐ)

（参考）
政府の主な
取組 (26 ｐ)

【関連資料】

１－４
農泊の推進の
連携(10 ｐ)

１－５
ジビエ利用拡大
の連携(11 ｐ)

１－６
農福推進の
連携（12ｐ)

１－７
農村発イノベー
ション(13 ｐ)

（参考）
政府の主な
取組(27、28ｐ)

６



─生産性・収益性向上⌐ ↑⁸ ╩ ה ∆╢小型農機╛ブランド品種・高品質栽培
技術⁸ICTを用いた鳥獣被害防止技術 ─開発を推進⁹

ủ 国、公設試験場や農研機構地域拠点が連携⇔⁸ ⅜ ⅎ╢現場ニーズを把握⁹↓╣⌐ ≠ↄ ⌂
─ ⁸ ≢ ╩ ⁹ │⁸国、公設試験場や地域拠点が密接に連携⇔⁸∕─実装を推進⁹

︠σ
ᴿ

ᴿ ᵔὨτΰΪθ
Ṫ ᵫ χ ΰ

︠σṪ ᵫ χϱЮ˔Ѕˢ ˣ

⌠

⌐╟╢省力化⁸平
地向け技術の適用⁸

⌐╟╢高付加価値化

╩ﾘﾓｺﾝ操作型草刈機ה 市販化⁸自律走行する草刈機╩開発中⁹ה
ה ─ ⌐╟╠∏自動走行を行う小型ﾛﾎ゙ ｯﾄ農機╩開発中⁹
ה ⁸複数ほ場╩一括管理≢⅝╢低ｺｽﾄ自動水管理ｼｽﾃﾑ╛ﾌ゙ ﾗﾝﾄ゙ 品種
╩開発⁹

∂

⌐╟╢省力化⁸
─ ⌐╟╢

高収益化

ה ꜠♃☻⌂≥─自動収穫ﾛﾎﾞｯﾄ╩開発中⁹
ה ⁸ ╩ ⇔√低ｺｽﾄ耐候性ﾊｳｽ⁸ ⌐
≠ↄ高品質栽培管理技術 ╩開発⁹

ᴮ

ʾ
⌐╟╢

─省力化⁸高品質化

ﾄﾞﾛｰﾝ⌐╟╢省力防除技術╩開発中⁹ ⁸省力樹形
園地─早期成園化技術╛ ─自動運搬技術╩開発⁹

⌐ ≠ↄ⁸高品質輸出用てん茶生産技術╩開
発中⁹ ⁸不成型地⌐╙対応可能な茶園管理機╩開発⁹

ʾ

▀

ה ⌐╟╢
─省力化ה低ｺｽﾄ管理⁸
─省力管理

ה ╩ ⇔√
⌐╟╢高付加価値化

ה ⁸ ה ─管理作業╩ ℮ﾛﾎﾞｯﾄ農機╛⁸
─省力化⅜ ⌂周年親子放牧技術╩開発中⁹

╩ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化ה ⇔⁸褐毛和種─ ↑周年放牧技術 ╩
開発⁹ ⁸ ┼─適応拡大⌐ ↑技術改良⁹

▀

機械化⁸安定生産・高品質化

ⅎ ⌐╟╢有
用物質─効率的生産

─安定栽培 ┘低ｺｽﾄ・高品質生産技術
╩開発中⁹ ⁸ ─ ⌐ ⅎ╠╣╢ ─
培管理技術⁸小型作業管理機⁸高品質産物の調製技術╩開発⁹

ⅎ ╩™√ 有用物質の効率的生
産ה品質向上技術╛ｽﾏｰﾄ養蚕ｼｽﾃﾑ(昆虫工場)─開発⁹

ᵲ

ICT╛ ╩ ⇔√ 率
的⅛≈効果的⌂被害防止

ICT等を用い⁸ה ↔≤─ ╩ ⇔√捕獲檻╛⁸ﾄﾞﾛｰﾝを
活用⇔√ ─ ה╡ ◄◘╛╡─自動化システムを開発中⁹
ה ⁸AI等を用いた遠隔監視・捕獲装置╩開発⁹

機械化が進ん
でいない⁹

養蚕業の縮小⁹

労働負荷が
大きい⁹

─耕作放棄
地化が進行⁹

⌐╟
╢
─担い手減少⁹

ỉ

σ
ϕ

τ
Ϣ
ϥ

ӡ
σ

▀

ʾ

׃

狭小⌂ ⅜
点在⁹ リモコン式自走草刈機

自動収穫ロボット

ドローンによる省力防除技術

周年親子放牧

ヒト用医薬品

ICTを用いた遠隔監視・捕獲装置

１－１ 中山間地域における技術開発の方向性
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１－２ 推進する複合経営のイメージ

（事例１）収益を生む作物と土地を埋
める作物の組合せ（山形県山辺町）

○ 山形県山辺町作谷沢地区では、ワサ
ビ、リンドウ、ワレモコウなどの高収益作物
の産地化を図っている。

○ 一方で、とにかく面積を埋めるための土
地利用としてそばの栽培面積を拡大し、
荒廃農地の発生を防止している。

（事例２）肉用牛繁殖経営と稲作等の
組合せ（宮城県大崎市）

ワレモコウの栽培
β HP╟╡

そばの栽培
β HP╟╡

○ 愛媛県西予市旧三瓶町の菊池俊一
郎氏は、畑で温州みかんなど約10種類
の柑橘類を育てるほか、小規模低投資
の「自伐型林業」を営んでいる。

○ みかんの収量や売上げに応じて木材の
出荷量を調整することで、農業と林業の
兼業を安定的な経営に活かしている。

温州みかんの圃場を見下ろしながらヒノキの山
を目指す菊池氏

βNPO ⌂ ╩
∆╢ HP╟╡

（事例３）農業と林業の組合せ
（愛媛県西予市）

○ 宮城県大崎市旧鳴子町中山地区の
上野健夫氏は、小規模な肉用牛の繁
殖に、稲作と花きを組み合わせた経営を
行っており、地域の農家の稲わら利用と、
地域の農家へのたい肥の供給により、地
域内の資源の循環利用に貢献している。

○ さらに、維持困難な地域の水田等で自
家用の牧草を生産し、地域内の荒廃農
地の発生抑制にも貢献している。

８

せいよ みかめ

○ 小規模農家も含めた多様な農家それぞれにふさわしい農業経営を確立するため、林業との組合せも含め、地域特性
を活かした様々な作物を組み合わせた複合経営を実践しやすくするための支援のあり方について検討する。

地域の農家の稲わらを飼料として利用
β ╟╡

維持困難となった水田での牧草の生産
β ╟╡

やまのべ さくやざわ



１－３ 国土交通省と連携した都市農業の振興に必要な環境の整備

○ 「都市農業振興基本法」に基づき、閣議決定された都市農業振興基本計画を受け、
し、都市農地の保全を目的とした「生産緑地法」等の改正及び都市農地の有効活用を目的とした「都市農地の

貸借の円滑化に関する法律」の制定を行い、併せて生産緑地を貸借しても相続税納税猶予が継続する等の税制改
正を行うことで、都市農業の振興に必要な環境を整備した。

・都市農業は全国の１割弱を占め、食料自給率の一翼を担う
・都市住民のニーズに応え、地産地消、体験農園等の施策のモデルを数多く輩出
・農業に対する国民的理解を醸成する身近なＰＲ拠点

・「都市と緑・農の共生」等を目指す上で都市農地を貴重な緑地として明確に位置付け
・都市農業を都市の重要な産業として位置付け
・農地が緑地として適切に管理されることが持続可能な都市経営のために重要

【「都市農業振興基本法」の政策課題】 都市農業の多様な機能の発揮

・農産物を供給する機能
・防災の機能
・良好な景観の形成の機能

・国土・環境の保全の機能
・農作業体験・交流の場の機能
・農業に対する理解醸成の機能

農業政策上の再評価 都市政策上の再評価

都市農地がもたらす良好な景観
（東京都世田谷区）

都市農地の位置付けを、「宅地化すべきもの」から都市
に「あるべきもの」へと大きく転換

土地の確保

都市農業の安定的な継続のため、多様な担い手の
確保が重要

担い手の確保

保全すべきとされた都市農地に対し、本格的
な農業振興施策が講じられるよう方針を転換

農業施策の本格展開

都市農業振興に関する新たな施策の方向性

【講じた施策】（国土交通省と連携した施策）

都市農地の有効活用 【農林水産省】
○「都市農地の貸借の円滑化に関する法律」の制定

■都市農業者等が生産緑地を借りやすくするため、貸借

しても法定更新が適用されない貸借制度を創設

■NPO、企業等が生産緑地を借りて市民農園を開設

しやすくなるよう措置

・生産緑地を貸借しても相続税

納税猶予が継続する税制の特例

を措置

都市農地の保全 【国土交通省】
○特定生産緑地制度の創設など

■指定後30年経過後も生産緑地制度による農地保全を継続できる特定

生産緑地制度の創設（10年更新）

・特定生産緑地に対する固定資産税、相続税等の特例措置

■より小規模な農地を保全するための面積要件の引下げ

・下限500㎡の面積要件を、市町村が条例により300㎡まで引下げ可能

・引き下げに伴う固定資産税、相続税等の特例措置

■生産緑地地区内における建築規制の緩和

・設置可能な建築物として、農産物等加工施設、農作物等直売所、農家

レストランを追加

両省合同の説明会
により、制度の周知
を効果的に実施

都市農業振興基本計画
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（事例１）国立公園等の観光資源としての活用
（埼玉県秩父市ほか４町）

（事例２）重要伝統建造物群保存地区の観光資
源としての活用（京都府伊根町）

○ 地域連携DMO（公社）が中心となって農泊に取
り組み、行政や観光協会、地域住民、鉄道会社等
の多様な主体と連携し、コンテンツ開発や受入体制の
整備を実施している。

○ 「秩父多摩甲斐国立公園」やユネスコ無形文化遺
産に登録された「秩父夜祭」などの観光資源を組み合
わせた体験型プログラム『ちちぶを旅する地域旅』を旅
行サイトで販売している。

○ 埼玉県が進める、県内に教育旅行を誘致するため
の「教育旅行のメッカ」埼玉づくり事業について県と連
携して推進している。

○ 地域の観光情報を共有し、関連する施策の連携を行いながら、引き続き農泊の取組を推進する。

１－４ 関係府省と連携した農泊の事例

ṡ Ṣ
פּ

○ 地域連携DMO （公社）が中心となって農泊に
取り組み、舟屋での宿泊等の漁港ならではの旅行
商品を販売する窓口や、インバウンド等の宿泊予約
の管理・運営を実施している。

○ 「文化財保護法」に基づく重要伝統建造物群保
存地区に選定された漁村の舟屋を宿泊施設として
活用している。
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１－５ ジビエの利用拡大に向けた各段階の取組ポイント
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○ ジビエの利活用推進に当たっては、捕獲・処理加工・供給・消費の各段階おいて、
。

○ これまでにも、 した狩猟者の育成や捕獲の推進、 した野生鳥獣肉の衛生管理に関
するガイドラインを遵守した安全なジビエの供給の促進等の取組を実施してきたところ。



１－６ 「農福連携等推進ビジョン」に基づく関係府省で連携した取組
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〇 農福連携等推進会議の結果を踏まえ、「農福連携等推進ビジョン」を策定。
〇 引き続き、 を図りながら、これに掲げられた取組を官民挙げて実践することで、日本の食や

地域を支える農業の発展や障害者等の一層の社会参画等を促進するとともに、地域共生社会の実現につなげる。
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１－７ 農村発イノベーションのイメージ

ḱ

ṇ

ṇ ṕ ṇ Ṗ

＜地域資源＞ ＜現行の農林水産省の施策＞＜組合せ＞

ṏ

ṏまだまだ
見過ごされている
「地域資源」の発掘

他分野との
これまでにな
い「組合せ」
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